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油、人鮭掘掘削鼓距離症・満席揖凧噛蝉甘∴咄廿一  

菌悶   撃   

1 はじめに   

法人建物調査は、我が国の法人における建物の所有及び利用状況等に関する実態を調査  

し、その現状を明らかにすることにより、土地に関する諸施策その他の基礎資料を得るこ  

とを目的として平成10年に第1回調査が実施された。先般、その速報集計結果が国土庁よ  

り公表されたところであるが、本稿では、本調査の結果について分析を行ったので、その  

概要を紹介する。  

2 建物の所有に関する車碩  

（り 建物の所有に関する概況   

法人の建物所有率は43．珊   

平成10年3月31日現在における法人の建物の所有状況をみると、建物を所有している法人  

は約80万7千法人であり、総法人数（約187万法人）の43．2％を占めている。このうち、自  

用地（その土地を法人自らが所有し利用している土地）に建物を所有している法人が24．4％、  

他用地（その土地を貸付地又は貸家の建付地として利用している土地）に建物を所有して  

いる法人が29．0％となっている。   

法人が所有している建物数をみると、資本金1億円以上の製造業の工場を除く建物数は  

約102万8千棟であり、資本金1億円以上の製造業の工場数は約2万ケ所となっている。   

法人が所有している建物の延べ床面積をみると、総延べ床面積は約16億6千2百万d（霞  

ヶ関ピル約1万棟分の延べ床面積）となっている。その内訳としては、資本金1億円以上  

の製造業の工場を除く建物の総延べ床面積は約12億8千4百万出であり、資本金1億円以上  

の製造業の工場の総延べ床面積は約3億7千8百万dとなっている。  

表1 法人の建物所有状況  表2 法人の所有する建物致及び総延べ床面構  

法人数  割合（％）   

1，870，400   100．0   
建物を所有している   807，480   43．2   

自用地及び他用地に建物を所有している  192，020   10．3   

自用地のみに建物を所有している   264，620   14．1   

他用地のみに建物を所有している   350，840   18．8   
建物を所有していない   1，062，870   56．8   

（再掲）   

自用地に建物を所有している   456，640   24．4  

他用他に建物を所有している  542，860  29．0  
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（2）業種別の建物の所有状況   

延べ床面積のうち製造業が39・紺ビス業が23．5％を占める   

建物を所有している法人を業種別にみると、建物を所有している割合が高い業種として  

は電気。ガス。熱供給。水道業62．7％、漁業59．8％、鉱業55．9％、不動産業54．4％などと  

なっており、低い業種としては金融。保険業29．6％、卸売。小売業、飲食店35．4％などと  

なっている。   

建物を所有している法人数及び総延べ床面積の業種別の割合をみると、製造業は法人数  

では20．7％であるが、総延べ床面積では39．2％を占めており、法人数では0．7％と少ない金  

融・保険業が総延べ床面積では3．1％を占めている。一方、卸売。小売業、飲食店は法人数  

では26．4％を占めているが、総延べ床面積では14．2％となっており、建設業は法人数では  

15．5％を占めているが、総延べ床面積では4．1％となっている。  

図1 業種別の建物所有率  

寒極計  

林業  

鉱業  

製造業  

運輸・通信業  
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サービス菓  
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（％）  

図2 業種別の建物所有法人数及び総延べ床面根割合  

法 人 数  

総延べ床面積  

0％  20％  40％  60％  8昭  100％  

園建設業  □製造業  

国金融・保険業  閻不動産業  

日運輸・通信業  田卸売・小売業、飲食店  

田サービス業  因その他の業極   
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（3）資容金別の建物の所有状況   

畳峯垂3鱒岬閲寧   
建物を所有している法人を資本金（出資金又は基金を含む、以下同じ）別にみると、概  

ね資本金が高くなるはど建物所有率が高くなる傾向にあり、資本金100億円以上の法人の建  

物所有率は約9割となっている。また、土地所有率と建物所有率を比較してみると、いず  

れの階級においても建物所有率が土地所有率を上回っているが、資本金3000万円未満の法  

人では土地所有率と建物所有率の車離が大きくなっている。  

国3 資本金別の建物所有率・土地所有率  

資本金額計  

1000万円未満   

】000万～3000万円未満   

3000万～5000万円未満   

5000万～1億円未満   

1億～ 2健円未満  

2億～ 5健円未満  

5健～10倦円未満   

†0億～ 20億円未満  

20億～ 50億円未満  

50億～100偉円未満  

100億円以上  

二∴竿ご：  

川0．0 （％）   0．0  20．0  4（）．0  60．0  80．0  

盈峯金1000万珊適度  
盈   

建物を所有している総延べ床面積の資本金別の割合をみると、法人数で60．4％を占めて  

いる資本金1000万円～1億円未満の法人が総延べ床面積の37．0％を占めている。また、法  

人数では0．2％しか占めていない100億円以上の法人が総延べ床面積の26．8％を占めている。   
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図4 資本金別の建物所有法人数及び総延べ床面積割合  

法 人 数  

総延べ床面積  

硝 10％  20覧  30％  4臓  50％  6摘  70％  8哨  90％ 10鵬  

屈＝000万円未満  田1000万円～1億円末裔員1億円～10億円未満  

E＝0億円～100億円未満 国100億円以上   

資本金100億円以上坤   
資本金別の所有建物の総延べ床面積をみると、100億円以上の階級が約3億6千4百万ポと  

最も多くなっており、そのうちの約6割（約2億9百万ポ）が製造業の工場となっている。  

また、法人数の多い1000万円～3000万円の階級も約2億7千2百万dと多くなっている。  

図5 資本金別の総延べ床面韓・1法人当たり延べ床面楓   
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⊂：：：：コ資本金1健円以上の製造業の工場を除く  ⊂：：：：：コ資本金1億円以上の製造業のエ鳩  

髄1法人当たり延べ床面構  
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（4）地域別の建物の所有状況   

関東ブロック、斬＼総延べ床面積割合   

法人が所有している建物数及び総延べ床面積のブロック別の割合をみると、資本金1億  

円以上の製造業の工場を除く建物では、関東ブロック、近畿ブロックで建物数に比べて総  

延べ床面積の割合が高くなっており、資本金1億円以上の製造業の工場では、中国ブロッ  

ク、四国ブロックなどで工場数に比べて総延べ床面積の割合が高くなっている。   

法人が所有している建物の総延べ床面積を都道府県別にみると、東京都が最も多く、大  

阪府、愛知県、神奈川県など大都市圏の都府県が上位を占めている。  

図6 ブロック別の建物数及び総延べ床面積割合  

（資本金1億円以上の製造業の工場を除く）  

建 物 致  

総延べ床面輯  

0鴬  20％  40％  6鵬  80％  10哨  

匿北海道日東北巨関東田北陸国中部因近畿団中国団円開国九摘・沖縄国不詳  

図7 ブロック別のエ場数及び総延べ床面構割合  

（資本金1億円以上の製造業の工場）  

工 場 数  

総延べ床面根  

0鴬  20％  40％  6摘  80％  10摘  

団北海道B東北日関東田北陸国中部国近紘田中国園田国周九州・沖縄隠不詳   

kunugi
長方形



図8 都道府県別の総延べ床面輯  
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3 建物の延べ床面積に、関する事項   

建物致では1000㈱未満が多い   
資本金1億円以上の製造業の工場を除く建物について延べ床面積別の建物数及び総延べ  

床面積をみると、建物数では「200Ⅰポ～500rd未満」の建物が48．0％（約49万2千棟）と最も  

多くなっているが、総延べ床面積では12．5％（約1億6千1百万d）と少なくなっており、  

建物数では25．4％（約26万棟）の「1，000n了～10，000d未満」の建物が総延べ床面積では  

50．3％（約6億4千5百万d）と最も多くなっている。また、建物数では1．3％（約1万4千  

棟）と少ない「10，000Ⅰポ以上」の建物が延べ床面積では22．9％（約2億9千4百万d）を占  

めている。  

図9 延べ床面構階級別の建物敦及び総延べ床面構割合  

（資本金1億円以上の製造業のエ鳩を除く）  

建 物 数  

総延べ床面碑  

摘  2鵬  4哨  60％  8鵬  10硝  

因200nイ～500nイ未満臼500而～1，000汀†未満Bl，000rポ～10，000nて未満田10，000nて以上  

4 建物の構造に関する革項   

建物数では鉄骨造が多く、盲藍ほ郷旦三上塗及び鉄筋コンクリ  

血卜遵が多い   

資本金1億円以上の製造業の工場を除く建物について、構造別の建物数をみると、鉄骨  

造が約55万棟と最も多く、鉄骨鉄筋コンクリート追及び鉄筋コンクリート造が約29万棟、  

木造が約16万棟となっている。一方、延べ床面積でみると、鉄骨造が約6億2百万dと最  

も多いが、鉄骨鉄筋コンクリート追及び鉄筋コンクリート造が約5億5千9百万dと多くな  

り、木造は約7千7百万Ⅰポと少なくなっている。   
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図10 建物の構造別の建物致  

（資本金1億円以上の製造業のエ場を除く）  

0 100，000 200，000 300，000 400，000 500，000 600，000  

図Il建物の構造別の総延べ床面碑  

（資本金1億円以上の製造業の三唱を除く）  

0   200・000  400・000  600・000  8  

5 建物の建築年次に関する事項   

喝邸36年以降に曜築された建物致、延べ床面積が大半を占めて巨星   

資本金1億円以上の製造業の工場を除く建物について、建築年次別の建物数及び総延べ  

床面積の割合をみると、昭和36年以降に建築された建物数、延べ床面積が大半を占めてい  

る。   

建築年次別の建物数及び総延べ床面積を1年当たりの換算値で比較すると、昭和64年。  

平成元年に建てられた建物が最も多くなっているが、その後減少し、近年は概ね横ばいの  

傾向にある。また、昭和46年～昭和50年に建てられた建物が前後と比べ多くなっている。   
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図12 建築年次別の建物数及び総延べ床面積割合  

（資本金1億円以上の製造業のエ場を除く）  

建 物 数  

総延べ床面構  

0％  2鵬  40％  60％  8臓  10摘  

因終戦前  田終戦時～昭和35年 冒昭和36年～昭和50年  

田昭和51年～昭和60年国昭和61年～平成4年園平成5年～平成10年  

図13 建築年次別の建物数（資本金1億円以上の製造業の工場を除く）  

（1年当たりの換算値）  
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図14 建築年次別の総延べ床面棟（資本金1億円以上の製造業のエ鳩を除く）  
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6 建物の資産に関する事項   

戦前の建物は木造が多く、最近の建物は鉄骨遁と鉄骨鉄筋コンクリ勒卜追及び鉄筋コン  

旦り四卜連がそれぞれ約5割   

資本金1億円以上の製造業の工場を除く建物について、建築年次別に構造別の総延べ床  

面積の割合をみると、終戦前に建てられた建物は木造が7割以上となっているが、その後  

その割合は低下し、昭和46年以降は5％以下で推移している。また、鉄骨鉄筋コンクリー  

ト追及び鉄筋コンクリート造は昭和51年以降に建てられた建物の概ね5割程度となってい  

るが、その割合はわずかではあるが減少する傾向にある。鉄骨造は昭和36年～昭和45年、  

昭和46年～昭和50年に建てられた建物のそれぞれ56．3％、65．8％と非常に高い比率となっ  

ているが、昭和51年以降は概ね4～5割程度で推移している。  

図15 建築年次別の構造別総延べ床面棟割合  

（資本金1億円以上の製造業の工場を除く）  

0％  20％  40％  60％  80鴬  

国木造国鉄骨鉄筋コンクリート追及び鉄筋コンクリート追白鉄骨造田その他・不詳  

7 自用地における建物に関する事項  

（り 自用地の用途別建物の概況   

自用地をエ場・倉庫として軋用している割合が高い   

自用地に所有している建物であって、資本金1億円以上の製造業の工場を除く建物つい  

て、自用地の用途別に建物の総延べ床面積の割合をみると、工場・倉庫の敷地として利用  

されている土地にある建物の割合が52．1％と最も高く、事務所の18．9％、店舗の9．8％、文  

教用施設の8．6％がこれに続いている。   

kunugi
長方形



図16 自用地の用途別の建物の総延べ床面積割合  

0．5  
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ロエ暢・倉庫  
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ロホテル。旅館  

趨文教用施設  

団ビル型鮭牽増  

田その他の建物  

園その他  

（2） 自用地の用途別建物の構造の状況   

事務所、店舗、工場朋麹   

自用地の用途別に構造別の総延べ床面積の割合をみると、工場。倉庫、事務所、店舗で  

は鉄骨造の建物の割合が高くなっている。文教用施設、その他の福利厚生施設（社宅、従  

業員住宅を除く）、その他の建物（寺社や畜舎など）では鉄骨鉄筋コンクリート及び鉄筋コ  

ンクリート造の建物の割合が高くなっているとともに、木造の建物の割合も高い。  

図目 白用地の用途別の構造別総延べ床面碑割合  

自用地の建物全体  

事務所  

店舗  

工場。倉庫   

その他の福利厚生施設  

ホテル■旅館  

文教用施設  

ビル型随登場  

その他の建物  

その他  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

盲の他・不詳臣   木造□鉄骨鉄筋コンクリート追及び鉄筋コンクリート造臼鉄骨造□  
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（備考）  

・表中の結果数値は推定値を四捨五入して表章していること及び総数は内訳「不詳」を含   

むことから、内訳の数値の合計と総数とは一致しない。  

。法人建物調査においては、以下の建物は調査の対象とはなっていない。  

○社宅。従業員住宅、賃貸用住宅  

○棚卸資産に該当する土地にある建物  

○農地。山林に該当する土地にある建物  

○電気業における「送配電施設用地、変電施設用地、発電所用地」、ガス業における「ガ   

ス供給施設用地」、国内電気通信業。国際電気通信業における「通信施設用地」、放送   

業における「放送施設用地」及び鉄道業における「停車場用地、鉄軌道用地など、鉄   

道林用地」並びに「道路用地（未供用を含む）」にある建物  

。速報においては、建物の所有の有無を除き、資本金1億円以上の製造業の工場を除く建  

物については延べ床面積200Ⅰポ未満の建物、資本金1億円以上の製造業の工場については  

総延べ床面積200Ⅰポ未満の工場は集計されていない。  

［にしぐち まなぶ］  

［㈲土地総合研究所研究部主任研究員］   
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